
 

第３回 大熊町除染検証委員会 

 

日 時 ： 平成 31 年 2 月 7 日（木）13：30 ～  

場 所 ： 大熊町役場 中通り連絡事務所 

 

議事次第 

 

１．開会の挨拶 

     ２．確認事項 

      （１）配布資料の確認 

      （２）委員と事務局の紹介 

３．議 事 

      （１）大熊町除染検証委員会における検証結果 

      （２）特定復興再生拠点区域における取り組み 

～次年度の検証に向けて～ 

     ４．閉会の挨拶 

 

 

◯配布資料 

資料１：配席図 

資料２：出席者名簿 

資料３：委員会設置要綱  

資料４：大熊町除染検証委員会における検証結果 

資料５：特定復興再生拠点区域における取り組み 

～次年度の検証に向けて～ 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（敬称略） 

資料１ 



第３回 大熊町除染検証委員会 

出席者名簿 

  ＜委 員＞                              （敬称略） 

氏 名 所  属 役 職 

かわつ けんちょう 

河津 賢澄 
福島大学 共生システム理工学部  

特任教授 
委員長 

かわせ けいいち 

川瀬 啓一 

国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構 

福島研究開発部門 福島研究開発拠点 

福島環境安全センター プロジェクト管理課長 

副委員長 

よしだ ひろこ 

吉田 浩子 

東北大学大学院薬学研究科 

ラジオアイソトープ研究教育センター 准教授 
委員 

しょうずがわ かつみ 

小豆川 勝見 
東京大学大学院 総合文化研究科 広域科学専攻 

環境分析化学研究室 助教 
委員 

うさみ のりこ 

宇佐美 徳子 

大学共同利用機関法人 高エネルギー加速器研究機構 

物質構造科学研究所 講師 

 （一般社団法人日本放射線影響学会 推薦） 

委員 

ひろしま こうじ 

廣嶋 公治 
大熊町議会議員 委員 

ささき しょういち 

佐々木 祥一 
大熊町区長会 町区区長 委員 

 

  ＜オブザーバー＞ 

氏 名 所  属 

藤野 一 
福島地方環境事務所 環境再生・廃棄物対策部 

環境再生課 放射性物質汚染対処調査員 

田中 康文 
福島地方環境事務所 浜通り南支所 

施設管理・修繕担当専門官 

 

  ＜事務局＞ 

氏 名 所  属 

吉岡 文弘 大熊町役場 環境対策課長 

高松 宏志 大熊町役場 放射線対策係長 

村橋 輝紀 一般財団法人九州環境管理協会 環境部 環境保全課長 

入佐 英紀 一般財団法人九州環境管理協会 環境部 環境保全課係長 

 

資料２ 



大熊町除染検証委員会設置要綱  

                      （平成 30 年 10 月 24 日告示第 46 号） 

（設置）  

第１条 東日本大震災及び原子力災害からの復興に向け、環境省の事業として行われてき  

 た除染事業の情報を収集・精査し、効果的に放射線量が低減しているかなどについて、  

 専門的な視点、また地域に精通した視点から分析や検証を行うため、大熊町除染検証委  

員会（以下「委員会」という。）を設置する。  

（所掌事項）  

第２条 委員会の所掌事項は、次のとおりとする。 

 (1) 除染の効果の分析・検証に関すること。 

 (2) 除染手法に関する調査及び研究に関すること。 

 (3) その他除染に関し必要な事項に関すること。 

（組織） 

第３条 委員会は、次に掲げる者をもって組織し、町長が委嘱する。 

 (1) 除染及び放射線に関する知識を有する者。 

 (2) 町民からの代表者。 

 (3) その他、町長が必要と認める者。 

（任期）  

第４条 委員の任期は１年の非常勤とする。ただし再任は妨げない。  

（委員長及び副委員長）  

第５条 委員会には委員長及び副委員長を置く。  

２ 委員長は互選により決定し、副委員長は委員長が指名により決定するものとする。  

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。  

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときまたは委員長が欠けたときは、  

 その職務を代理する。  

（会議）  

第６条 委員会の会議は、委員長が招集し、委員長がその議長となる。  

２ 委員会の会議は、その目的により、委員の一部をもって開くことができる。  

３ 委員会は、必要があると認められるときは、委員以外の者を出席させ、説明または意  

 見を求めることができる。  

（会議の取扱い）  

第７条 会議については、原則非公開とする。  

２ 会議に提出した資料及び開催結果については、会議終了後公開する。  

３ 委員の氏名及び職業は、公表するものとする。  

（庶務）  

第８条 委員会の庶務は、環境対策課において処理する。  

（雑則）  

第９条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項等は、町長または

委員長が委員会に諮って定める。  

 

   附 則  

 この要綱は、公布の日から施行する。  

資料３ 







特定復興再生拠点区域における取り組み
～次年度の検証に向けて～

資料５

１．来年度計画 ･･･ p.1～p.2

２．大熊町の特定復興再生拠点区域の除染ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ
と将来の空間線量率の予測結果
（JAEA福島研究開発部門 福島環境安全ｾﾝﾀｰ作成資料から抜粋）

･･･ p.3～p.14

３．特定復興再生拠点区域における調査結果
（内閣府原子力被災者生活支援ﾁｰﾑ作成資料から抜粋）

･･･ p.15～p.22



• 大野駅周辺の除染後の検証

• 除染が既に完了している地区の除染後の検証

下野上地区（清水、諏訪周辺）

• スケジュール（案）

１. 来年度計画

2019. 6 第1回 委員会（大熊町） ・現地視察（除染前、測定状況の確認）
・検討の目的、進め方の確認

2019. 8 第2回 委員会（郡山町） ・環境放射能の状況の確認
・評価の方法の検討

2019.11 第3回 委員会（大熊町） ・現地視察（除染作業の確認）

2020. 1 第4回 委員会（郡山町） ・除染の効果、安全性の検証
・検証結果案の承認
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2
図1 大野駅周辺と下野上地区の位置

１. 来年度計画
町直営の環境放射能調査の予定

• 大野駅周辺を対象とした「詳細な空間線量率」の測定

• 下野上地区を対象とした「宅地内の空間線量率」「家屋内のセシウム濃度」の測定

本図は「地図・空中写真閲覧サービス」（国土地理院、https://mapps.gsi.go.jp/maplibSearch.do#1）
をもとに一般財団法人九州環境管理協会が作成

https://mapps.gsi.go.jp/maplibSearch.do#1


２．除染ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝと将来の空間線量率の予測結果

3
図2 大熊町の特定復興再生拠点区域

「大熊町の特定復興再生拠点区域の除染ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝと将来の空間線量率の予測結果」
（平成30年5月、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 福島研究開発部門 福島環境安全ｾﾝﾀｰ）から抜粋



２．除染ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝと将来の空間線量率の予測結果

4
図3 特定復興再生拠点区域の土地利用

「大熊町の特定復興再生拠点区域の除染ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝと将来の空間線量率の予測結果」
（平成30年5月、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 福島研究開発部門 福島環境安全ｾﾝﾀｰ）から抜粋



２．除染ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝと将来の空間線量率の予測結果

5
図4 シミュレーションに用いた空間線量率データ

「大熊町の特定復興再生拠点区域の除染ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝと将来の空間線量率の予測結果」
（平成30年5月、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 福島研究開発部門 福島環境安全ｾﾝﾀｰ）から抜粋



２．除染ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝと将来の空間線量率の予測結果

6
図5 除染係数マップ

「大熊町の特定復興再生拠点区域の除染ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝと将来の空間線量率の予測結果」
（平成30年5月、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 福島研究開発部門 福島環境安全ｾﾝﾀｰ）から抜粋



２．除染ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝと将来の空間線量率の予測結果

7
図6 除染前の宅地と農地における線量率ごとの面積比

「大熊町の特定復興再生拠点区域の除染ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝと将来の空間線量率の予測結果」
（平成30年5月、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 福島研究開発部門 福島環境安全ｾﾝﾀｰ）から抜粋



２．除染ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝと将来の空間線量率の予測結果

8
図7 除染直後の宅地と農地における線量率ごとの面積比

「大熊町の特定復興再生拠点区域の除染ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝと将来の空間線量率の予測結果」
（平成30年5月、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 福島研究開発部門 福島環境安全ｾﾝﾀｰ）から抜粋



２．除染ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝと将来の空間線量率の予測結果

9
図8 除染後5年目の宅地と農地における線量率ごとの面積比

「大熊町の特定復興再生拠点区域の除染ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝと将来の空間線量率の予測結果」
（平成30年5月、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 福島研究開発部門 福島環境安全ｾﾝﾀｰ）から抜粋



２．除染ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝと将来の空間線量率の予測結果
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図9 除染後10年目の宅地と農地における線量率ごとの面積比

「大熊町の特定復興再生拠点区域の除染ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝと将来の空間線量率の予測結果」
（平成30年5月、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 福島研究開発部門 福島環境安全ｾﾝﾀｰ）から抜粋



２．除染ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝと将来の空間線量率の予測結果

11
図10 除染後20年目の宅地と農地における線量率ごとの面積比

「大熊町の特定復興再生拠点区域の除染ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝと将来の空間線量率の予測結果」
（平成30年5月、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 福島研究開発部門 福島環境安全ｾﾝﾀｰ）から抜粋



２．除染ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝと将来の空間線量率の予測結果
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図11 除染後30年目の宅地と農地における線量率ごとの面積比

「大熊町の特定復興再生拠点区域の除染ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝと将来の空間線量率の予測結果」
（平成30年5月、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 福島研究開発部門 福島環境安全ｾﾝﾀｰ）から抜粋



２．除染ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝと将来の空間線量率の予測結果

13
図12 大野駅近傍を横切るラインの東西方向の線量率分布

「大熊町の特定復興再生拠点区域の除染ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝと将来の空間線量率の予測結果」
（平成30年5月、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 福島研究開発部門 福島環境安全ｾﾝﾀｰ）から抜粋



２．除染ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝと将来の空間線量率の予測結果
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図13 大野駅近傍の除染の効果及び線量率の推移予測

「大熊町の特定復興再生拠点区域の除染ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝと将来の空間線量率の予測結果」
（平成30年5月、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 福島研究開発部門 福島環境安全ｾﾝﾀｰ）から抜粋



３．特定復興再生拠点区域における調査結果

15

（1） 空間線量率に関する詳細なモニタリング

（2） 代表的な行動パターンにおける外部被ばく線量
推計値の調査

（3） 内部被ばく調査のためのダストサンプリング

（4） 区域内に残置された物の汚染度合い/分布状況
の調査

（5） 実装調査等による付着物調査

※上記調査については、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（ＪＡＥＡ）及び東京電力ホールディ
ングス株式会社（ＴＥＰＣＯ）の協力により試行的に実施したもの。

※調査範囲等については、大熊町、双葉町、富岡町の意向も踏まえつつ、策定している。

◆試行的に実施した現地調査

「特定復興再生拠点区域における放射線防護対策に関する骨子案及び調査結果について」
（平成30年11月、内閣府原子力被災者生活支援ﾁｰﾑ）から抜粋



３．特定復興再生拠点区域における調査結果

16

◆空間線量率に関する詳細なモニタリング
「特定復興再生拠点区域における放射線防護対策に関する骨子案及び調査結果について」
（平成30年11月、内閣府原子力被災者生活支援ﾁｰﾑ）から抜粋



３．特定復興再生拠点区域における調査結果
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◆空間線量率に関する詳細なモニタリング
「特定復興再生拠点区域における放射線防護対策に関する骨子案及び調査結果について」
（平成30年11月、内閣府原子力被災者生活支援ﾁｰﾑ）から抜粋



18

３．特定復興再生拠点区域における調査結果

◆空間線量率に関する詳細なモニタリング
「特定復興再生拠点区域における放射線防護対策に関する骨子案及び調査結果について」
（平成30年11月、内閣府原子力被災者生活支援ﾁｰﾑ）から抜粋



19

◆代表的なパターンにおける外部被ばく線量推計値の調査

３．特定復興再生拠点区域における調査結果

「特定復興再生拠点区域における放射線防護対策に関する骨子案及び調査結果について」
（平成30年11月、内閣府原子力被災者生活支援ﾁｰﾑ）から抜粋



20

◆代表的なパターンにおける外部被ばく線量推計値の調査

３．特定復興再生拠点区域における調査結果

「特定復興再生拠点区域における放射線防護対策に関する骨子案及び調査結果について」
（平成30年11月、内閣府原子力被災者生活支援ﾁｰﾑ）から抜粋



21

◆内部被ばく調査のためのダストサンプリング

３．特定復興再生拠点区域における調査結果

「特定復興再生拠点区域における放射線防護対策に関する骨子案及び調査結果について」
（平成30年11月、内閣府原子力被災者生活支援ﾁｰﾑ）から抜粋



22

◆区域内に残置された物の汚染度合い／分布状況の調査

◆実走調査等による付着物調査

３．特定復興再生拠点区域における調査結果

「特定復興再生拠点区域における放射線防護対策に関する骨子案及び調査結果について」
（平成30年11月、内閣府原子力被災者生活支援ﾁｰﾑ）から抜粋


